
訪問看護ステーションモデル

新 城 市
市⺠福祉部⻑寿課⻑ 岩⽥

平成26年 10⽉ 31⽇
在宅医療連携拠点推進事業・地域包括ケアモデル事業 合同活動報告会

地域包括ケアモデル事業の取組



当 地 域 の 特 徴
○地域の強み
・公設の訪問看護ステーションであるため試⾏として取組みが⾏いやすい。
・地域⾃治区を活かした住⺠主導による地域づくりが、１０カ所の⾃治区単位で
進められている。
○地域の弱み
・市域の８４％が森林を占め、集落が点在する地域では移動に時間を要し、在宅
医療のみならず介護サービス等提供の⺠間参⼊が進まない状況にあり、今後の需
要増に対応できなくなる。

＊⼭間地における活動の具体的な様⼦について、先進地域の取組みを参考と
したい。
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担 当 組 織
〇介護保険を担当する市⺠福祉部⻑寿課が主の事務局となり、公設の訪
問看護ステーションとその業務の⼀部を担う健康医療部へき地医療⽀援
室が、在宅医療に関するバックアップを⾏う形で進んでいる。
担当者数、⻑寿課 2名、へき地医療⽀援室 ２名、訪問看護ステー

ション 2名
○モデル事業に当たる市の担当職員が兼務となることから、担当の業務負担が増

えた。
＊ 副担当を定め業務分担の調整を図った。
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地域の顔の⾒える関係作り
○モデル事業実施に伴い設置する各会議（基本⽅針等検討会議他）の委員
選出に当たり医療関係機関や介護保険事業者等の理解・協⼒が得られたこ
とから、顔の⾒える関係作りにつなげることが⾒えてきた。
〇多職種研修会を開催予定
・医療・介護福祉の関係者が⼀緒に考える場を設置
・計画では外部講師を招き２回の開催を予定

＊介護保険事業者の研修会や、連絡会は⾏われているが、医療と介護の
交流の場の機会が少ないため、開催に当たっては参加協⼒について⼗分
な説明が必要である。
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地域の運命共同体の設置と課題
〇地域包括ケアシステム構築にかかる会議（基本⽅針等検討会議、関係機関
連絡会議、地域ケア会議、在宅医療連携協議会）の設置

■基本⽅針等検討会議
５名：医師会、保健所、地域包括⽀援センター、市役所担当部⻑（市⺠福
祉部、健康医療部）
＊医療介護の連携において中核となる機関及び市の実施担当部
＊市の施策につながる⽅針を決定し、各会議の取組み内容を定める。

基本⽅針等検討会議を最初に開催（第１回：６/17）
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地域包括ケアモデル事業 年間スケジュール（平成２６年度）
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愛知県地域包括ケアモデル事業 年間スケジュール（平成２６年度） 新城市

項目 取組 具体的内容 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・調
整

地域包括ケア基本方針等検討会議

市・地区医師会・訪問看護ステーション・地域包括支援センター・保健所による地域包括ケアシステム全体のマ
ネジメント体制の構築手順・役割分担の検討を行なう。 【開
催頻度】 ３回程度／
年 ・参加
者：別紙委員名簿

６・１７ 第１回会議 ・県地域
包括ケアモデル事業につい
て

・地域
包括ケアモデル事業（訪問看護ステーションモ
デル）の取組みについ
て ・Ｈ
２６年度取組内容・スケジュー
ル ・平
成２７年度、平成２８年度の取組み

1月下旬 第２回会
議
・本年度の活動評価
・次年度に向けての取組
検討

第３回会議

関係機関連絡会議

・地域ケア会議で抽出された課題の解決策を検討。
・介護予防・健康づくりにおける課題抽出、対策検
討。 ・生活
支援において抽出された課題の対策検
討。 ・住まい
におけて抽出された課題の対策検討。 【開催頻
度】 ５回程度／
年 ・参加
者：別紙委員名簿

第１回会議 第２回会議 第３回会議 第４回会議 第５回会議

地域ケア会議
処遇困難事例の検討を通じ、地域のニーズ・社会資源を把握、課題の抽出

【開催回数】 ５回程度／年 ・
参加者：別紙委員名簿

必要書類作成・委員選出

随時

地域ケア会議の質の向上

会議の意義や進め方について、外部講師を招いて研修会を開催する。
【開催頻度】 ２回／
年 ・参加
者：地域ケア会議メンバー

研修会（外部講師）①
研修会（外部講師）
②

地域包括ケアシステム関係者の研修

①地域包括ケアシステムの中核を担う地域包括支援センターの資質向上を図るため、あいち介護予防センター
が開催する研修会へ参加。 【参加回数】： ４回
／年 ・参加者：地域ケア会議メン
バー ②地域包括ケアシステム構築の軸
となる「健康づくり・介護予防」、「地域医療支援体制の整備」の見本となる地域包括ケアシステム先進地への視
察研修を行なう。 【実施回数】： ２回／
年 ・参加者：関係機関連絡会議メ
ンバー等

研修会参加① 先進地視察（柏市） 研修会参加② 先進地視察（和光市研修会参加③ 研修会参加④

地域包括ケアシステム推進員の配置
地域包括支援センターに「地域包括ケア推進員」を配置し、機能強化を図

る。 ・配置
人数： １人（看護師免許所持者）

地域の社会資源リストの作成
項目「医療」の「在宅医療に関する現状調査」の他、第６期高齢者保健福祉計画策定のための調査、市社会福

祉協議会等が把握している関係情報等、既存の取組で得られている情報も活用し、地域の社会資源のリストを
作成する。

医療・介護等の資源リスト作成 （関
係機関より情報収集・集計）

第６期高齢者保健福
祉計画策定の市民ア
ンケー調査等の情報
収集

まとめ

住民ニーズの把握 上記の取組で得られる情報から住民の声を抽出し、ニーズを把握する。

医
療

在宅医療連携協議会

・在宅医療の連携を推進するための課題抽出及び解決策の検討を行なうとともに、講演会及び多職種研修会の
内容、「在宅医療に関する現状調査」のアンケート項目、ＩＣＴシステム導入についての検討を行なう。
【開催頻度】 ４回程度／年 ・参加者：
別紙委員名簿

委員の選出（5月下旬）
第1回開催
・協議会の説明及び事業の
検討

第2回開催
・アンケートによる現状の
把握
・地域における課題の抽
出

第3回開催
・課題に対する解決
策の検討

第4回開催
・本年度の活動
評価
・次年度に向け
ての取組検討

在宅医療・地域包括ケアシステムの普及啓発

①市民を対象に在宅医療や地域包括ケアシステムを普及するための講演会を開催する。
【開催頻度】 １回／年 ・ 参加者：
市民及び地域包括ケアに関わる関係者 （200名程度） ②
在宅医療啓発のためのチラシを作成し、全戸配布する。 （Ａ４判・
15,000部程度）

・講演会講師選定・依頼 ・講演会チラシ全戸配布 ・講演会開催
・啓発チラシ作製・配
布

在宅医療に関する現状調査
在宅医療に関する現状を把握するため、医療機関を対象としたアンケート調査を実施す

る。 ・実施
方法：市内全域の医療機関に調査票を送付・回収し、在宅医療連携協議会においてデータの分析・課題の抽出。

医療・介護等の資源リスト作成 （関
係機関より情報収集・集計）



■関係機関連絡会議
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１６名：医師会、⻭科医師会、薬剤師会、⺠⽣･児童委員、区⻑会、
社会福祉協議会、保健所、ボランティア団体、地域包括⽀援セン
ター、介護保険事業者、市⺠病院、保健センター、市訪問看護ス
テーション、市役所関係部課⻑（市⺠福祉部、⾃治推進課、都市
計画課）
＊地域包括ケアシステムに関連する幅広い視点から関係機関・団
体
＊地域ケア会議、介護予防・健康づくり、⽣活⽀援等から抽出さ
れた課題を検討（第1回：８/11、第2回：10/20）

▼地域ケア会議の課題検討：退院時に病院でどのような調整が⾏わ
れているか実態を調査する必要がある。



■地域ケア会議
２２名：医師会、⻭科医師会、薬剤師会、⺠⽣･児童委員、社会福祉
協議会、保健所、ケアマネージャー、福祉⽤具事業者、栄養⼠、
⻭科衛⽣⼠、理学療法⼠、作業療法⼠、⾔語聴覚⼠、介護福祉⼠、
市⺠病院、保健センター、市訪問看護ステーション、保健セン
ター、⻑寿課
＊⺠間事業者等の協⼒によリ専⾨職及び関係機関
＊処遇困難事例から地域ニーズの把握、社会資源についての課題
検討（第１回：7/17、第２回：8/28、第３回：9/18）

▲課題抽出：退院前に関係者が話し合える場の設定（環境づくり）が必要
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■在宅医療連携協議会
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10名：医師会、⻭科医師会、薬剤師会、保健所、地域包括
⽀援センター、市⺠病院・作⼿診療所、ケアマネージャー、
介護福祉施設、市訪問看護ステーション

＊在宅医療連携という視点から関係機関
＊講演会、研修会、アンケートからの課題抽出とICTシステムの導
⼊に向けた検討（第1回：7/24、第2回：９/１8）
▲ 会議方法の改善：委員間の意見交換が活発に行われるよう事前に
資料を送付しグループワーク形式をとることにした。

●各会議に共通した反省点
地域包括ケアシステムに対する理解が異なることを承知したうえ

で、委員依頼の際説明を十分行う必要があった。




